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佐野晋平『教育投資の経済学』（日経文庫、2024 年）＊第 67 回日経・図書文化賞受賞 

 
■教育を経済学で考える 
教員不足、教員の激務、学力低下、満足な教育を受けることができない人の増加、文教予

算の先細りなど。教育をめぐって難題が山積しているなかで、教育を経済学で考える意味と
は？ ゆとり教育、習熟度別学級編成や 30 人学級の影響は？ 
・データはだませない。収集したデータを分析し、社会構造を分析するのが教育経済学の基本ス
タンス。ただし、日本の教育関係の統計データは調査も少なく、かつ調査結果の開示が行わ
れにくい。 
・人間を「人的資本」としてとらえる。 
・投資・費用分析（コスト・ベネフィット分析）。 

 

■日本の教育および社会をめぐる現状 
・親の学歴や所得が高いほど、子ども学力は高い（東大生の親世帯の年収平均は 1000 万円超。
全世帯平均年収は 520 万円）。 
・大学卒業するまでにかかる教育費総額。すべて公立だと 1000万円。すべて私立だと 2500
万円（理系だとさらに＋年 100万、医学部だとさらに＋2000万円）。 
・学校教育はどれだけ社会に出て役に立つのか。社会では学校で習った以外のことがより大
事なのでは？ 
・高卒と大卒の生涯所得差は。6000 万～1 億円くらいの差。ただし正規・非正規の差のほ
うが大きい。本書 p40によると、教育投資のリターンは 1年当たり 10％。 
 
■本書の内容 
本書は教育に関するさまざまなテーマを取り上げている。①家庭の役割。②教師の質。③

ゆとり教育。④学校間の競争。⑤奨学金。⑥試験（達成評価と選抜手段）。⑦ジェンダーギ
ャップ。⑧国際化。⑨高齢化など。ただし残念ながら、著者には、日本の教育政策をどのよ
うに改革すべきかという視点はほとんどない（positive, normative）。エビデンスを重視する
姿勢は評価できるが、そもそも調査データの不足や、教育という比較が難しい分野であるた
め、意味ある結果が得られた研究は少ない。本書はそこで考察をとどめてしまっているので、
書き口が煩雑なわりに、内容は物足りない。結局、功利主義的行動を肯定することに。 

教育を将来に向けた投資と考える（教育の生産関数）。人々は自分の生涯所得を正確に予測で

き、所得が投資額を上回る場合は資金調達ができると仮定している？ 

 所得が高いと教育費支出は多くなる p64。 
・高等教育はほぼ分析対象外。Ex：トランプ大統領がストップしたハーバード大学への助成金 2900 億円。日

本の学術振興会科研費（全額国庫）2200 億円。 

・相互効果いろいろ：学校資源と家庭の教育。学校資源が充実すると家庭が手抜きする↓or
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学校の授業に追いつこうと家庭も頑張る↑ 
・所得１％上昇すると、教育費は３％上昇する 
・休校が長引いたときの影響は低学年のほうが大きい。中学進学が重なった小 6も。 
・クラスサイズの縮小は学力向上面から見た効果はあまりない。 
・ピュア効果。似たようなクラスメートとの交流がよいのか、多様性があるほうがよいの
か？ クラスの中で高位置だとその後のパフォーマンスが向上、低位置だとその後も低迷
p170。 
・教員の過重労働、教員不足を招いた一因、給特法 p153。 
 
＊経済学者を揶揄したジョーク：生き残るためには食料が必要なので、食料を探したところ、運よ
く浜辺に食料の缶詰を見つけることができた。ただ、缶切りがないため、この缶詰を開けること
ができず、3 人の学者は話し合った。 
物理学者は、「缶詰を高いところから落とし、缶詰を壊して開けよう」化学者は、「缶詰に火をか
けて、中身を熱し膨張させ、缶詰を開けよう」とそれぞれが言った。そして、経済学者は、2 人の

意見を聞き、次のように言った。「その前に、ここに缶切りがあると仮定しよう」 

 

 

 


